
経理情報●2021.4.20（No.1609） 4

国
際
会
計

開
示
要
求
開
発
の
新
し
い
ア
プ
ロ
ー

チ
案
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関

連
す
る
リ
ー
ス
の
賃
料
減
免
の
期
間

延
長
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
３
月
25
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

は
、「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
基
準
に
お
け
る
開

示
要
求
―
試
験
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」

（D
isclosure R

equirem
ents 

in IFR
S Standards

―A
 Pilot 

A
pproach

）
公
開
草
案 

（
以
下
、

「
本
公
開
草
案
」
と
い
う
）
を
公
表

し
た
。

本
公
開
草
案
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が

開
示
要
求
を
開
発
す
る
際
の
指
針

と
な
る
新
し
い
ア
プ
ロ
ー
チ
案
と
、

こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
案
を
適
用
し
て

作
成
し
た
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号
「
公
正

価
値
測
定
」
お
よ
び
Ｉ
Ａ
Ｓ
19
号

「
従
業
員
給
付
」
の
開
示
要
求
の
修

正
を
提
案
し
て
い
る
。

こ
の
提
案
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
進

め
て
き
た
財
務
諸
表
に
よ
る
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
改
善
の
た

め
に
、「
開
示
に
関
す
る
取
組
み
―

的
を
絞
っ
た
基
準
レ
ベ
ル
の
開
示

の
レ
ビ
ュ
ー
」
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
以
下
、「
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と

い
う
）
の
一
環
と
し
て
行
わ
れ
た

も
の
で
あ
る
。

新
ア
プ
ロ
ー
チ
案
の
内
容

新
し
い
ア
プ
ロ
ー
チ
案
に

は
、「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
基
準
に
お
け
る

開
示
要
求
の
開
発
お
よ
び
草
案

作
成
に
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
用
い
る
指

針
（
案
）」（D

raft G
uidance 

for the Board to use w
hen 

d
evelop

in
g an

d draftin
g 

disclosure requirem
ents in 

IFRS Standards

）
と
い
う
名
称

が
付
さ
れ
て
お
り
、
注
記
開
示
の

有
用
性
を
高
め
る
た
め
に
、
必
要

と
な
る
開
示
事
項
を
単
純
に
列
挙

す
る
の
で
は
な
く
、
次
の
よ
う
な

形
で
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
各
基
準
書
に
お

け
る
開
示
要
求
を
規
定
す
る
と
し

て
い
る
。

・
対
象
基
準
書
に
関
す
る
財
務
諸

表
利
用
者
の
全
般
的
な
情
報

ニ
ー
ズ
を
示
す
全
般
的
開
示

目

的
（overall disclosure 

objectives

）
を
示
す
。

・
全
般
的
開
示
目
的
を
達
成
す
る

た
め
に
必
要
と
な
る
財
務
諸
表

利
用
者
の
、
よ
り
具
体
的
な
情

報
ニ
ー
ズ
を
示
す
個
別
開
示
目

的
（specific disclosure 

objectives

）
を
示
す
。

・
個
別
開
示
目
的
の
達
成
の
た
め

に
、
開
示
が
必
要
と
な
る
か
、

そ
の
可
能
性
が
あ
る
注
記
事
項
を

個
別
開
示
目
的
に
対
応
づ
け
て
示

す
。
さ
ら
に
、
注
記
事
項
に
つ
い

て
は
、
開
示
を
要
す
る
事
項
と
、

場
合
に
よ
り
そ
の
可
能
性
が
あ
る

事
項
を
区
分
し
て
規
定
す
る
。

・
個
別
開
示
目
的
を
充
足
す
る
た
め

の
情
報
が
、
財
務
諸
表
利
用
者
に

よ
り
ど
の
よ
う
に
利
用
さ
れ
る
か

に
つ
い
て
の
説
明
を
明
示
す
る
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号
・
Ｉ
Ａ
Ｓ
19
号
等

の
修
正
案

本
公
開
草
案
で
は
、
こ
の
ア
プ

ロ
ー
チ
に
基
づ
く
形
で
再
構
成
・
修

正
さ
れ
た
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号
、
Ｉ
Ａ
Ｓ

19
号
お
よ
び
関
連
す
る
基
準
書
等

（
Ｉ
Ａ
Ｓ
34
号
「
期
中
財
務
報
告
」

お
よ
び
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
17
号
「
所
有
者

に
対
す
る
非
現
金
資
産
の
分
配
」）

の
修
正
案
も
示
さ
れ
て
お
り
、
新
し

い
ア
プ
ロ
ー
チ
案
と
と
も
に
意
見
募

集
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号
お
よ
び
Ｉ
Ａ
Ｓ
19

号
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
試

験
的
な
分
野
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ

た
が
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
本
公
開
草
案

へ
の
意
見
を
踏
ま
え
て
、
他
の
基
準

書
に
つ
い
て
も
修
正
の
要
否
等
を
検

討
す
る
と
し
て
い
る
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
理
事
の
賛
否

本
公
開
草
案
に
は
、
13
名
の
Ｉ
Ａ

Ｓ
Ｂ
理
事
の
う
ち
３
名
が
、
当
局

に
よ
る
執
行
を
難
し
く
す
る
こ
と
、

財
務
諸
表
作
成
者
の
負
担
を
増
加

さ
せ
、
重
要
性
判
断
へ
の
依
存
度

を
高
め
る
こ
と
、
比
較
可
能
性
を

損
な
う
こ
と
を
理
由
に
、
反
対
の

立
場
を
表
明
し
て
い
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限

本
公
開
草
案
へ
の
意
見
募
集
の

期
限
は
２
０
２
１
年
10
月
21
日
で

あ
る
。

去
る
３
月
31
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関

連
し
た
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
「
リ
ー
ス
」

に
お
け
る
賃
料
減
免
の
会
計
処
理
の

対
象
期
間
を
延
長
す
る
修
正
を
公
表

し
た
。

当
該
修
正
内
容
を
提
案
す
る
公
開

草
案
「
２
０
２
１
年
６
月
30
日
以
降

の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に

関
連
し
た
賃
料
減
免
：
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16

号
の
修
正
」
が
、
今
年
２
月
に
公
表

さ
れ
て
い
た
が
、
こ
の
よ
う
な
簡
便

法
の
使
用
期
間
が
延
長
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。

修
正
の
経
緯

昨
今
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
感
染
拡
大
に
よ
る
世
界
経
済

の
混
乱
に
お
い
て
、
貸
手
が
借
手
に

対
し
て
一
定
の
期
間
、
賃
料
の
猶
予

や
値
下
げ
と
い
う
形
に
よ
り
賃
料
の

減
免
措
置
を
す
る
こ
と
が
あ
り
、
こ

れ
に
対
し
て
２
０
２
０
年
５
月
の
修

正
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
に
お

け
る
リ
ー
ス
の
条
件
変
更
の
会
計
処

理
に
つ
い
て
、
借
手
に
簡
便
な
方
法

を
認
め
る
救
済
措
置
が
置
か
れ
て
い

た
。修

正
の
内
容

修
正
前
で
は
、
当
該
救
済
措
置
の

適
用
さ
れ
る
賃
料
は
、
２
０
２
１
年

６
月
30
日
以
前
に
お
け
る
期
日
の

リ
ー
ス
料
ま
で
が
対
象
と
さ
れ
て
い

た
。今

回
の
修
正
に
よ
っ
て
、
こ
の
期

日
が
２
０
２
２
年
６
月
30
日
に
延
長

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
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前
科
に
な
る
？ 

～
さ
ま
ざ
ま
な「
処
罰
」概
念

経
理
に〝
効
く
〟

法
律
雑
学

白
川　

敬
裕

「
こ
れ
っ
て
、
前
科
が
つ
く
ん
で
し
ょ

う
か
…
」。
訴
え
ら
れ
て
裁
判
の
被
告

に
な
っ
た
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
か
ら
、
こ
の

よ
う
な
質
問
を
受
け
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。「
前
科
」
と
い
う
言
葉
は
法
律
用

語
で
は
な
く
、
一
般
的
に
は
「
有
罪
判

決
に
よ
り
刑
を
言
い
渡
さ
れ
た
こ
と
」

を
意
味
し
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
前
科
が

つ
く
か
否
か
は
、そ
の
裁
判
が
「
民
事
」

か
「
刑
事
」
か
に
よ
り
ま
す
。
ざ
っ
く

り
と
、「
民
事
」
は
「
弁
償
」、「
刑
事
」

は
「
処
罰
」
と
言
い
換
え
る
と
、
イ

メ
ー
ジ
し
や
す
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

た
と
え
ば
、
従
業
員
が
会
社
の
お
金

を
横
領
し
た
と
し
ま
す
。
そ
の
場
合
、

従
業
員
は
、
横
領
し
た
お
金
を
会
社

に
「
弁
償
」
す
る
義
務
を
負
い
ま
す
。

同
時
に
、
横
領
罪
で
「
処
罰
」
さ
れ
て

刑
務
所
に
行
く
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

会
社
が
従
業
員
を
被
告
と
し
て「
弁
償
」

を
求
め
る
裁
判
が
「
民
事
裁
判
」、
検

察
官
が
従
業
員
を
被
告
人
と
し
て
「
処

罰
」
を
求
め
る
裁
判
が
「
刑
事
裁
判
」

で
す
。前
科
が
つ
く
の
は
、「
刑
事
裁
判
」

で
有
罪
の
判
決
を
受
け
た
場
合
で
す
。

「
民
事
裁
判
」
で
負
け
る
と
、
判
決

に
従
っ
て
弁
償
す
る
義
務
は
確
定
し
ま

す
が
、「
刑
事
裁
判
」
で
有
罪
に
な
ら

な
い
限
り
、
前
科
は
つ
き
ま
せ
ん
。

「
民
事
」
と
「
刑
事
」
で
は
、「
誰

が
裁
判
所
に
訴
え
る
の
か
」
と
い
う
点

も
異
な
り
ま
す
。「
民
事
裁
判
」
を
起

こ
す
の
は
、
被
害
者
本
人
（
前
記
の

例
で
い
え
ば
、「
会
社
」）
で
す
。
こ
れ

に
対
し
、「
刑
事
裁
判
」
を
起
こ
せ
る

の
は
、「
検
察
官
」
に
な
り
ま
す
。
日

本
の
法
制
度
上
、
容
疑
者
を
「
刑
事

裁
判
」
に
か
け
る
権
限
は
、「
検
察
官
」

が
有
し
て
い
る
か
ら
で
す
（
刑
事
訴
訟

法
247
。「
国
家
訴
追
主
義
」）。
そ
の
た

め
、
被
害
者
本
人
が
、「
こ
の
人
を
処

罰
し
て
く
だ
さ
い
」
と
い
う
刑
事
裁
判

を
起
こ
す
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
（
た
だ

し
、「
検
察
審
査
会
」
と
い
う
制
度
に

よ
り
、
検
察
官
が
不
起
訴
と
し
た
事

件
で
あ
っ
て
も
、
刑
事
裁
判
に
か
け
ら

れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
）。

「
処
罰
」
と
い
う
言
葉
を
聞
い
て
、

会
社
が
従
業
員
に
課
す
「
懲
戒
」
を
思

い
浮
か
べ
た
方
も
い
る
か
も
し
れ
ま
せ

ん
。
会
社
は
、
従
業
員
に
規
律
違
反

等
が
あ
っ
た
場
合
、
減
給
、
懲
戒
解

雇
と
い
っ
た
処
分
を
す
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。
こ
の
よ
う
な
「
懲
戒
」
は
、「
弁

償
」
で
は
な
く
、「
処
罰
」
で
す
か
ら
、

明
ら
か
に
「
刑
事
」
的
で
す
。
な
ぜ
会

社
は
、
従
業
員
を
「
処
罰
」
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
で
し
ょ
う
か
。
こ
の
点

は
、
労
働
関
係
の
本
質
に
ま
で
遡
る
哲

学
的
問
題
と
し
て
古
く
か
ら
多
く
の
議

論
が
な
さ
れ
て
き
た
そ
う
で
す
（
菅
野

和
夫『
労
働
法　
第
十一版
』（
弘
文
堂
、

２
０
１
７
年
）
６
５
９
頁
）。
判
例
は
、

会
社
に
企
業
秩
序
定
立
の
権
限
、
従

業
員
に
企
業
秩
序
遵
守
の
義
務
が
あ

る
こ
と
を
根
拠
に
「
会
社
は
企
業
秩
序

違
反
行
為
に
対
し
て
制
裁
罰
と
し
て
懲

戒
を
課
す
こ
と
が
で
き
る
」
と
し
て
い

ま
す
（
関
西
電
力
事
件
、
最
判
昭
58
・

９・８
労
判
４
１
５
頁
29
号
）。
た
だ
し
、

会
社
が
懲
戒
の
処
分
を
す
る
に
は
、
前

提
と
し
て
、
懲
戒
の
事
由
と
手
段
が

就
業
規
則
等
に
明
記
さ
れ
て
い
る
必
要

が
あ
り
ま
す
（
労
基
法
89
九
）。

「
処
罰
」
と
い
え
ば
、
コ
ロ
ナ
禍
に

お
い
て
、
い
わ
ゆ
る
特
措
法
が
改
正
さ

れ
、
緊
急
事
態
宣
言
下
に
お
け
る
時

短
命
令
に
違
反
し
た
場
合
の
規
定
と
し

て
「
30
万
円
以
下
の
過
料
」
が
設
け
ら

れ
ま
し
た
（
改
正
特
措
法
45
③
、
79
）。

こ
の
「
過
料
」
は
、「
行
政
上
の
秩
序

を
維
持
す
る
た
め
の
制
裁
」の
こ
と
で
、

「
懲
戒
」
と
同
様
、
前
科
に
な
る
わ
け

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
に
対
し
、「
刑

事
裁
判
」で「
罰
金
」を
命
じ
ら
れ
れ
ば
、

こ
れ
は
前
科
に
な
り
ま
す
。
や
や
こ
し

い
で
す
が
、
前
科
が
つ
く
の
は
、「
刑

事
裁
判
で
有
罪
の
判
決
を
受
け
た
場

合
だ
け
」
と
覚
え
て
お
か
れ
る
と
よ
い

と
思
い
ま
す
。

金
　
　
融

米
イ
ン
フ
ラ
投
資
の
課
題

バ
イ
デ
ン
米
大
統
領
は
３
月
31

日
、
イ
ン
フ
ラ
や
研
究
開
発
へ
２
兆

ド
ル
超
の
投
資
を
８
年
間
で
行
う
計

画
を
発
表
し
た
。
主
な
内
訳
は
、
道

路
、
橋
、
鉄
道
、
Ｅ
Ｖ
充
電
設
備
な

ど
に
６
、２
０
０
億
ド
ル
、
高
齢
者

や
障
害
者
向
け
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の

拡
充
に
４
、０
０
０
億
ド
ル
、
製
造

業
の
強
化
策
に
５
、８
０
０
億
ド
ル
、

高
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
全
国
的
な

導
入
な
ど
に
６
、５
０
０
億
ド
ル
な

ど
だ
。

こ
う
し
た
デ
ジ
タ
ル
投
資
に
重
点

を
置
い
た
政
策
に
対
し
て
は
、
ハ
イ

テ
ク
株
を
中
心
に
株
式
市
場
の
反
応

も
良
好
だ
っ
た
。
ま
た
、
財
源
に
つ

い
て
は
、
法
人
税
率
を
21
％
か
ら

28
％
へ
の
引
上
げ
、
海
外
で
の
利
益

に
対
す
る
課
税
率
を
２
０
１
７
年
の

ト
ラ
ン
プ
減
税
時
の
10
・
５
％
か
ら

21
％
へ
の
引
上
げ
で
対
応
す
る
。
こ

れ
は
、
連
邦
政
府
に
よ
る
課
税
逃
れ

を
封
じ
る
手
段
で
も
あ
る
。

一
方
、
バ
イ
デ
ン
大
統
領
が
選
挙

時
に
公
約
と
し
た
個
人
富
裕
層
へ
の

課
税
は
当
面
見
送
り
、
キ
ャ
ピ
タ
ル

ゲ
イ
ン
税
の
税
率
引
上
げ
も
実
施
さ

れ
な
い
。
富
裕
層
を
標
的
に
す
る
意

図
は
な
い
こ
と
を
明
言
し
、
市
場
に

も
一
定
の
配
慮
を
示
し
た
形
だ
。

こ
れ
で
政
権
発
足
後
の
主
な
財
政

支
出
は
、
感
染
症
対
策
の
１
・
９
兆

ド
ル
に
続
い
て
今
回
で
合
計
４
兆
ド

ル
を
超
え
る
規
模
だ
。
バ
イ
デ
ン
政

権
は
、
４
月
中
に
も
子
育
て
支
援
や

医
療
保
険
の
拡
充
な
ど
の
成
長
戦
略

も
追
加
す
る
見
通
し
で
、
財
政
支
出

の
さ
ら
な
る
拡
大
が
想
定
さ
れ
る
。

８
年
間
と
は
い
え
、
今
回
の
財
政

支
出
の
拡
大
規
模
は
大
き
く
、
共
和

党
や
商
工
会
議
所
な
ど
は
政
府
債
務

の
増
加
や
、
増
税
に
つ
い
て
は
否
定

的
な
反
応
だ
。

年
明
け
に
１
％
台
に
乗
せ
た
ア
メ

リ
カ
の
長
期
金
利
は
、
３
月
末
時
点

で
１
・
７
％
台
の
半
ば
ま
で
急
上
昇

し
、
そ
の
上
昇
傾
向
は
持
続
し
て
い

る
。
現
時
点
で
は
、
労
働
参
加
率
の

低
下
な
ど
の
理
由
で
、
物
価
上
昇
か

ら
長
期
金
利
急
上
昇
へ
つ
な
が
る
動

き
は
限
定
的
と
み
ら
れ
る
。一
方
で
、

増
税
反
対
論
へ
の
配
慮
は
財
政
支
出

拡
大
に
伴
う
国
債
発
行
増
加
に
つ
な

が
る
た
め
、
長
期
金
利
上
昇
の
大
き

な
要
因
と
な
り
得
る
。
特
、
に
今
後

労
働
環
境
が
好
転
し
た
場
合
に
は
物

価
上
昇
要
因
も
加
わ
り
、
長
期
金
利

上
昇
が
加
速
す
る
懸
念
は
残
る
。
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第１章

第２章

第３章

第４章

先行きの見通せない事業環境が続くなか、経営基盤強化のために新規事業を興す企業は少
なくない。その契機は、DXやESG、コロナ禍など多岐にわたる。
本特集では、コロナ禍以前からの動向に触れた後、新規事業創成にあたっての一般的な留意
事項や具体的な事例を取り上げるとともに、経理・財務部門の役割についても解説していただ
いた。

新規事業創成の
着眼点と検討ポイント

競合優位性のある投資案件を開花させる

コロナ禍の影響、ESGや SDGsなど
近年の新規事業創成の背景と潮流
未来予測に基づきイメージを精緻化する
新規事業創成の一般的プロセス
一次産業の事例から考える
新規事業創成のパターンと展開
投資回収効果を最大化する
新規事業創成にあたっての
経理・財務部門の役割

㈱レイヤーズ・コンサルティング
千葉　尚志

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2021年 
3月26日

公開草案「規制資産お
よび規制負債」のコメ
ント期限延長

IASB

料金規制事業を営む企業の開示について定める公開草案「規制資産お
よび規制負債」に関して、当初、2021年６月30日としていたコメン
トの期限を、７月30日にすることとした。
https://www.ifrs.org/news-and-events/2021/03/iasb-decides-to-
extend-comment-period-rra/

2021年
２月20日号 

情報ダイジェスト
参照

2021年 
3月26日

改正企業会計基準適用
指針30号

「収益認識に関する会
計基準の適用指針」

ASBJ
収益認識会計基準について、検針日基準を使用する電気事業およびガ
ス事業における代替的な取扱いを認めるもの。
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/implementation_
guidance/y2021/2021-0326.html

2021年
４月10日号 

情報ダイジェスト
参照

2021年 
3月29日

スタートアップとの事
業連携に関する指針 経産省

2020年11月公表の「スタートアップの取引慣行に関する実態調査報
告書」の内容を踏まえ、NDA契約やライセンス契約等の契約に関し
て、スタートアップと連携事業者間で生じやすい問題事例やその解決
に向けた考え方等を取りまとめたもの。
https://www.meti.go.jp/press/2020/03/20210329004/
20210329004.html

―

2021年 
３月30日

実務対応報告公開草案
61号

「グループ通算制度を
適用する場合の会計処
理及び開示に関する取
扱い（案）」

ASBJ
グループ通算制度を適用する場合の税効果会計等に関する会計処理
および開示について定めるもの。コメント期限は2021年６月11日。
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/exposure_draft/
y2021/2021-0330.html

2021年
４月10日号 

情報ダイジェスト
参照

2021年
３月31日

法律第11号
所得税法等の一部を改
正する法律　等

デジタルトランスフォーメーションの促進に係る税制上の措置や、電
子帳簿保存制度の要件の大幅緩和等が行われている。あわせて、関係
する政省令も公布されている。
https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/204diet/index.htm

―

2021年
４月２日

LIBORを参照する金融
商品の金利置換に伴う
税務上の取扱いについ
て

国税庁

2021年12月末にLIBORの公表が恒久的に停止されることに伴い、
LIBORを参照する金融商品のヘッジ会計を行う際に生じる税務処理
について、実務対応報告40号と平仄をあわせた処理を認める事例。金
利指標の置換時点は、「決済時」や「デリバティブ取引等を行った時」に
は該当せず、ヘッジ処理の継続が認められること等が示された。
https://www.nta.go.jp/law/bunshokaito/hojin/210225/index.htm

―

今
後
の
株
価
を
予
想
す
る
１
つ
の

手
が
か
り
に
な
る
と
も
考
え
ら
れ
て

い
る
新
年
度
の
株
価
は
、
前
年
度
末

を
底
に
連
続
高
で
ス
タ
ー
ト
し
た
。

配
当
落
ち
と
い
う
期
末
の
ハ
ー
ド
ル

を
す
ぐ
に
ク
リ
ア
し
て
の
連
続
上
昇

で
あ
る
。
こ
れ
は
、
日
本
株
に
対
す

る
投
資
家
の
買
い
意
欲
の
強
さ
を
示

す
も
の
と
い
え
る
と
の
声
も
あ
が

る
。さ

ら
に
、
１
日
の
株
価
上
昇
幅
は

大
き
く
な
く
、
着
実
に
上
げ
て
い
る

こ
と
が
注
目
さ
れ
る
。
こ
れ
は
個
人

投
資
家
を
中
心
に
売
り
株
も
多
い
こ

と
が
要
因
と
さ
れ
、
投
資
家
に
は
バ

ブ
ル
へ
の
警
戒
や
、「
高
所
恐
怖
症
」

も
生
ま
れ
て
い
る
と
い
う
指
摘
を
裏

づ
け
て
い
る
。
見
方
を
変
え
れ
ば
、

こ
れ
は
今
後
の
堅
実
な
株
価
上
昇
を

期
待
さ
せ
る
も
の
と
も
い
え
る
。

も
と
よ
り
、
株
価
変
動
の
基
本
要

因
は
、
景
気
や
企
業
収
益
の
動
向
で

あ
る
。
４
月
１
日
に
、
景
気
指
標
の

代
表
、
日
銀
短
観
が
発
表
さ
れ
た

が
、
景
気
は
製
造
業
と
非
製
造
業
で

の
二
極
分
化
が
明
確
に
な
っ
た
。
非

製
造
業
は
コ
ロ
ナ
禍
で
、
旅
行
・
レ

ジ
ャ
ー
・
外
食
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
業

が
営
業
制
限
を
強
い
ら
れ
る
と
い
う

状
況
が
、
マ
イ
ナ
ス
に
影
響
し
て
い

る
。
一
方
で
、
製
造
業
は
景
況
感
が

プ
ラ
ス
に
転
じ
る
と
い
う
回
復
ぶ
り

で
あ
る
。
製
造
業
の
企
業
収
益
は
、

今
後
上
方
修
正
も
期
待
さ
れ
て
い

る
。国

内
情
勢
か
ら
は
、
今
後
の
株
価

見
通
し
は
明
る
い
と
み
ら
れ
る
が
、

日
本
株
に
も
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す

と
さ
れ
る
米
株
式
市
場
の
動
向
は
、

注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
で
は
、
バ
イ
デ
ン
政
権

の
政
策
が
動
き
始
め
た
。
ま
ず
経
済

面
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
不
況
対

策
と
し
て
、
大
幅
な
財
政
支
出
が
発

表
さ
れ
て
い
る
。
個
人
へ
の
現
金
給

付
は
国
民
か
ら
も
歓
迎
の
声
が
多

く
、
こ
れ
は
個
人
投
資
家
の
株
式
投

資
資
金
に
な
る
と
の
見
方
も
あ
る
。

巨
額
の
財
政
支
出
を
賄
う
の
は
、

国
債
の
大
量
発
行
、
そ
し
て
増
税
で

あ
る
。
法
人
税
の
増
税
は
、
ト
ラ
ン

プ
前
政
権
が
行
っ
た
法
人
税
減
税
を

廃
止
し
、元
の
水
準
に
戻
す
も
の
だ
。

ト
ラ
ン
プ
減
税
で
は
、
ア
メ
リ
カ
株

価
は
大
き
く
上
昇
し
た
。
今
回
の
増

税
発
表
に
は
、
ま
だ
株
価
は
反
応
し

て
い
な
い
よ
う
だ
が
、
今
後
の
展
開

が
注
目
さ
れ
る
。

証
　
　
券

好
ス
タ
ー
ト
を
切
っ
た
新
年
度
の
株
価


